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産業建設常任委員会の概要について 

（報  告） 

 
 

１．日  時   平成２６年２月２７日（木） 

午 後  ２時００分  開 会 

午 後  ３時４２分  閉 会 

 

２．場  所   大会議室 

 

３．出席委員   委 員 長  春 日 洋 子   副委員長  澤 口 正 義 

委  員  加 澤   明   委  員  堀   光 雄 

委  員  馬 場 騎 一   委  員  山 本 弥 一 

議  長  舩 見 亮 悦 

 

４．傍聴議員   議  員  鈴 木 重 正   議  員  野 坂 篤 司 

 

５．事務局職員   事務局長  中 村 健 一   次  長  伊 澤   徹 

庶務係長  大 塚 英 知   主  査  山 本   聡 

主  事  一 戸   剛 

 

６．説 明 員   副市長                    米 田 光一郎 

経済部長                   大 澤 裕 彦 

同農政課長                  工 藤 雅 則 

同同課長補佐                 岡 部 英 知 

同同同                    大 塚 勤 光 

同同農政係長                 堀 内   実 

同同同主査                  櫻 井   健 

同同同主事                  冨 田   望 

同観光物産課長                山 本   優 

同同課長補佐                 池 田   修 

同同観光企画係長               福 田 康 治 

同同地産販売推進室長             長 根 正 登 

同同同推進係長                和 久 美登里 

 

７．案  件   ・（1）農業の振興について 

・（2）屋内ゲートボール場改修事業について 
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８．会議概要 

春日委員長：会議に入る前に、委員の皆様にお諮りいたします。 

 傍聴の申し出がありますが、これを許可してよろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 それでは、傍聴を許可します。 

 定足数に達しておりますので、会議は成立いたします。 

 ただいまから、産業建設常任委員会を開会いたします。 

 本日は、経済部の所管事務について調査してまいります。 

 早速、１件目の農業の振興について調査してまいります。 

 先般、政府は米の生産調整、いわゆる減反を平成３０年度に廃止するといった新たな農

業強化策を正式決定いたしました。 

 そこで、こうした国の動きもあることから、当市における現状と今後について執行部か

ら説明をいただきまして、各委員から御意見、御質問等を伺ってまいりたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、執行部の説明を願います。 

工藤経済部農政課長：カラー版の資料、Ａ４の縦版とＡ４の横版で、三沢市議会産業建設

常任委員会の資料、本日はこの二つを使って御説明をさせていただきたいと思います。 

 なお、カラー版の農政局でつくりました「新たな農業・農村政策が始まります！！」と

いう資料に沿って御説明させていただきますけれども、こちらの資料につきましては、現

在のところ、いわゆる要綱、そういったものはまだ示されておりませんので、個別具体的

な説明は大分不足するかと思いますけれども、その辺を御容赦いただきまして御説明申し

上げたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 また、Ａ４判の横につきましては、国の四つの改革に関連した当市の現状や関連項目な

どについて記載してございます。 

 申しわけございませんが、座って説明させていただきます。 

 初めに、カラー版の表紙を御覧いただきたいと思います。 

 上の黄色い枠の部分ですが、改革の背景といたしまして、国内農業では高齢化や耕作放

棄地といった課題があり、これらの解決に向けて、赤文字のとおり、四つの改革を進める

というものでございます。 

 改革の一つ目は、農地中間管理機構の創設でございます。 

 こちらは農地の有効活用や農業経営の効率化を進める担い手への農地の集約化を進める

ことを目的として設立されるものであります。青森県では、広域社団法人青森農業支援セ

ンターという団体が指定を受けるべく、手続が進められております。 

 緑の四角の中を御覧いただきたいと思います。 

 機構では、農地の出し手と受け手の橋渡しをするということを基本としておりまして、

丸の１点目、地域内の分散し錯綜した農地を整理し、担い手ごとに集約化する場合や、耕

作放棄地などについて受け入れをするとしております。 

 ２点目といたしまして、必要に応じて簡単な基盤整備を行い、まとまりのある形で借り

受けできるように配慮をいたします。 



- 3 -

 ３点目、借り受けた農地に適切な受け手が現れるまで管理をいたしますとしておりま

す。 

 ４点目といたしまして、業務の一部は市町村などに委託するとしてございます。 

 裏側の２ページ目を御覧いただきたいと思います。 

 １、中間管理機構の目的でございます。例が三つ出ております。 

 例の１では、高齢の方々が農業経営からリタイアするときに、機構に貸し付け、機構は

地域内の担い手ごとの希望も踏まえ、担い手の農地が集約するよう配慮して貸し出しする

としております。 

 例の２といたしましては、地域の担い手相互間で分散錯綜している利用権を交換したい

ときに、作業効率の悪い農地をお互いに交換することによって、作業効率もよくなると

いった場合に利用権の交換ができるものでございます。 

 例の３といたしましては、貸し付けしたいが借り手がいない、自分の地域の中にいない

というような場合には、機構は管理をしながら借り受け希望者の募集を進め、場合によっ

ては市民農園や新規就農の研修農場などとして活用することもできるということでござい

ます。いずれにいたしましても、下の米印のとおり、人・農地プランでの話し合いの中で

の合意が大変重要になってくるということでございます。 

 次の２といたしましては、機構への農地の出し手に対する支援、機構集積協力金であり

ます。こちらは農地の出し手に対する支援として二つございます。 

 一つ目は、地域に対する支援（地域集積協力金）。こちらの交付対象は市町村内の地

域、集落などで、人・農地プランのエリア、あるいは学校単位などでもよいそうでござい

ます。 

 交付要件といたしましては、この地域内の農地の一定割合以上が機構に貸し付けられて

いるということでございます。 

 交付単価につきましては、ある地域内の全農地面積のうち、機構への貸し付け割合に応

じて単価が設定されております。２割を超え５割以下では１０アール当たり２万円、あと

は記載されているとおりとなってございます。この単価に機構への貸し付け面積を乗じた

金額が地域に交付されることとなり、使い方は地域の判断ということになってございま

す。なお、この交付単価につきましては、２６年、２７年の特別単価となっておりまし

て、２８年からは減額をされるというふうに伺っております。 

 ２番目は、個々の出し手に対する支援でございます。こちらは実際に農地を持っていた

方々に対する交付金でございまして、（１）経営転換・リタイアする場合の支援でござい

ます。経営転換協力金としております。 

 交付要件といたしましては、所有する全農地を１０年以上機構に貸し付け、かつ機構か

ら受け手に貸し付けられることが前提となります。集落営農組織と特定農作業委託契約を

１０年以上結んだ場合も対象となります。 

 交付単価は、０.５ヘクタールですと、１０アール当たり３０万円。以下５０万円、７

０万円といった単価になってございます。 

 （２）といたしましては、農地の集積・集約化に協力する場合の支援でございます。耕

作者集積協力金となります。 
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 交付要件といたしましては、機構の借り受け農地などに隣接する農地について、みずか

ら耕作する農地を機構に貸し付けた所有者、または所有者が農地を機構に貸し付けた場合

に当該農地を耕作している方となります。 

 交付要件といたしましては、対象農地を１０年以上機構に貸し付け、かつ機構から受け

手に貸し付けられることが前提となります。 

 交付単価は１０アール当たり２万円でございます。こちらも２７年度までの特例措置

で、２８年度以降は減額されるという話を聞いてございます。 

 以上が中間管理機構の説明でございましたが、新設、新規創設でございますので、当市

としての情報はございませんが、当該制度上、重要な位置を占める人・農地プランの策定

状況など、Ａ４横の資料で御確認いただきたいと思いますので、資料を御覧いただきたい

と思います。 

 Ａ４の横の資料を御参照いただきたいと思います。 

 １枚目をめくっていただきまして、（１）人・農地プランの概要及び策定状況とござい

ます。プランの概要でございます。 

 高齢化や後継者不足、耕作放棄地の増加といった人と農地の問題について、地域の話し

合いによりプランをつくり、人と農地の問題を解決していくということが目的とされて、

国で制度化をされたものでございます。 

 丸といたしまして、三沢市におけるプランの策定状況でございます。 

 平成２４年度に市内の関係機関で協議した結果、別紙のとおり、別紙はこちらの一番後

ろのページに位置図が載せてございます。５ページでございます。三沢市内をこのように

五つの区域に区分をする原案を作成いたしまして、２４年度３地区、①国道沿岸、②北部

県道沿岸、③南部地域ということで、こちらの３カ所について集落座談会を開き、出席者

の方々から御同意をいただいております。 

 なお、地域の後ろに①国道沿岸では１０２名と出ておりますが、こちらは新規就農を含

む担い手として位置づけられた方々の人数でございます。以下同様でございます。 

 続きまして、２５年度に入りまして、残りの２カ所、④市街地区域、⑤西部地域、こち

らにつきましても、こちらはやはり場所的に担い手さんになる方が少なくて、１０名とい

うことでございますけれども、こちら、策定見込みということでございますが、座談会で

御同意をいただき、三沢市の段階での手続は全て終了いたし、現在は国、県の承認待ちと

いうことで見込みとなってございます。 

 続きまして、２５年度見直しということで、２４年度に策定いたしました①、②、③、

３カ所につきまして２回目の座談会を開きまして、それぞれ４名、３名、４名の新規就農

者を担い手として位置づけをして御同意をいただいており、こちらも承認待ちという状況

になってございます。 

 なお、農地に関しましては、（２）といたしまして、農地の流動化の現状ということ

で、こちらは農業委員会のほうの資料を基に作成をさせていただきました。 

 左から田、畑の農地面積、農業委員会で把握しております市内の全農地面積、田と畑合

わせまして４,２０３.５７ヘクタールでございます。 

 貸し借りの筆数といたしましては、田畑合わせまして３,８３２筆でございます。こち
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らに対応します面積といたしましては、隣に移りまして、１,０１９.４４ヘクタールで

ございます。 

 貸し借り面積割る全農地面積で割り返しました、いわゆる流動化率でございますが、２

４.２５パーセントとなってございます。貸し借りの金額内訳となりますが、一番右側に

ございますとおり、ゼロ円、無償といったものから、１万５,０００円程度ということ

で、こちらは相対、お互いにお話をして納得した金額となっておりますので、それぞれば

らつきがございます。 

 以上、別紙１については説明を終わらせていただきます。 

 続きまして、カラー版の２ページをお開きいただきたいと思います。 

 Ⅱといたしまして、経営所得安定対策の見直しでございます。 

 Ⅰといたしまして、畑作物の直接支払交付金、ゲタ対策でございます。こちらは数量払

と面積払という支払いの仕組みにつきまして、基本的に変更はございません。 

 （１）数量払といたしまして、対象品目は御覧のとおり、麦、大豆、そば、菜種でござ

いまして、田、畑のいずれに作付しても対象となります。 

 交付単価につきましては、品質に応じて増減される仕組みとなってございます。 

 品目別の対象作物及び平均の単価につきましては、青線枠の表のとおりでありますが、

平均交付単価につきましては、取引情報などを踏まえて見直しもあり得るということでご

ざいます。そして、赤枠の黒文字のとおり、２６年産の対象者は、これまでどおり全ての

販売農家、集落営農でございましたけれども、２７年産からは認定農業者、集落営農、認

定就農者に対象を絞るということでございます。また、赤枠、赤文字の部分では、そばに

つきましては、これまでは未検査品でも交付金の対象となっておりましたが、２６年産か

らは未検査品を、２７年産からは企画外品も対象から外れるとのことであります。 

 次に、（２）面積払の営農継続支払ですが、こちらは基本的に上の（１）数量払の前払

い、内金として支払われるものでございます。基本的には１０アール当たり２万円となっ

ております。また、赤線枠のとおり、そばについては１万３,０００円に減額されており

ます。こちらのほうは、そばの販売単価が２万円を割っているという状況ですので、実態

に合わせたというふうに説明を聞いております。 

 次に、その下の再生利用交付金は、耕作放棄地を解消して、麦、大豆、そば、菜種を作

付する場合に最長５年間交付をするものですが、当市では対象がございませんでした。し

たがいまして、下の黄色枠のとおり、国としては認定農業者に事業がシフトしております

ので、なるべく認定農業者になりましょうということで黄色枠の文字が入ってございま

す。 

 次に、３ページをお開きいただきたいと思います。左側２といたしまして、米の畑作物

の収入減少影響緩和対策、ナラシ対策でございますが、２６年産は対象者が変わらず、記

載のとおりでございますが、赤文字、米印のとおり、２７年産からは規模要件が課されな

い方針となります。この対象品目は米、麦、大豆ということでございます。 

 下に移りまして、（２）その補填額でございますが、当年産の販売収入の合計が標準的

収入を下回った場合、その差額の９割を補填しますというものでございまして、その財源

は赤線枠、赤文字のとおり、国からの交付金が１，農業者積立金が３の割合となっており
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ます。この制度につきましては、当市ではここ数年は参加者がおりませんでした。 

 次に、隣の３、ナラシ移行のための円滑化対策（２６年産限り）につきましては、米限

定となってございますが、隣のナラシ対策に加入していない方を対象として、２６年度に

限りの特例措置となっております。 

 要件といたしましては、赤文字米印のとおり、加入申請を行っていただき、出荷・販売

をしたという報告が必要となります。 

 下に移りまして、（２）の補填額につきましては、農業者からの拠出金を求めないこと

から、図の黄色い部分のとおり、国費相当分の３のうちの半分を補填するものでありま

す。 

 次に、下の４、米の直接支払交付金、定額部分、７,５００円、１０アール当たりにつ

きましては、従来、１０アール当たり１万５,０００円だったものが半額の７,５００円

になり、これは４年間の限定ということで、３０年産からは廃止となる模様でございま

す。 

 対象者は従来どおり生産目標数量に従って、販売目的で生産された方が対象となりま

す。 

 ここで当市の現状ということで、申しわけございませんが、またＡ４判横の２ページ目

別紙２を御覧いただきたいと思います。 

 Ⅱといたしまして、経営所得安定対策の見直し、こちらの面積及び交付金の額につきま

しては、国で直接管理、支払いをしておりますので、市といたしましては、農業者の方か

らの受け付け時、現地確認時の数値を基に推計をしておりますので、若干ずれがあるかと

思いますが、国からは公表されておりませんので御理解いただきたいと思います。 

 １といたしまして、畑作物の直接支払交付金、（１）数量払でございます。 

 カラーのパンフレットの２ページの青枠の表と対比していただきたいと思いますが、上

から小麦、二条大麦、六条、はだか麦、大豆、てん菜、でんぷん粉の原料バレイショ、こ

ちらまでは当市では作付の実績がございませんでした。下のそば、菜種、それぞれ数量払

につきましては、重量でございますが２８０キログラム、２５年度の単価が１万５,２０

０円、４５キロ当たりということで、一つ飛ばしまして、交付金の額は２７９万６,８０

０円と実績で見込みでございます。こちらのほうは２６年度が交付単価が下がりまして１

万３,０３０円となりますので、同じ面積でございますと、比較いたしますとマイナス３

９万９,２８０円の減額となるということでございまして、同じく菜種につきましても、

２５年度の交付単価から、２６年度はこちらは上がってございますので、同じ面積でいき

ますと差額で７６万４,４００円増と、こういうことになります。 

 同じくカラーパンフレットの２ページのとおりでございますが、面積払、こちらのほう

は、そば、菜種。こちら面積でございまして、そばが２１ヘクタールに対しまして、２５

年度の交付単価が２万円、１０アール当たりでございます。したがいまして、交付金の見

込みは４２０万円となってございますが、交付単価が１万３,０００円と２６年度下がり

ますので、２６年度見込みは２７３万円。マイナスいたしますと１４７万円ということで

ございます。同じく菜種の面積払は５２ヘクタール、交付単価、こちらは２５も２６も変

わりませんので、御覧のとおり差額がないということになります。 
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 続きまして、４の米の直接支払交付金でございます。こちらは一番影響が大きいわけで

ございますが、３ページでお示ししたとおり、食用米、交付単価１万５,０００円でござ

いました２５年度は、４３１ヘクタールで６,４６５万円見込んでおりましたが、２６年

度は７,５００円の単価になりますので、差額が３,２３２万５,０００円というふうに計

算をいたしたところでございます。 

 それでは、申しわけございません。またカラーのほうに戻っていただきたいと思いま

す。 

 ４ページを御覧いただきたいと思います。Ⅲといたしまして、水田フル活用と米政策の

見直しでございます。 

 １番目として、水田活用の直接支払交付金となります。 

 こちらでは水田で大豆、飼料用米、米粉用米などの作物を生産する農業者に対して交付

金を交付する制度でございます。 

 （１）戦略作物助成ということで、赤線枠の表に対象作物と交付単価が記載されており

ます。麦、大豆、飼料作物、１０アール当たり３万５,０００円。ＷＣＳ、こちらはホー

ル・クロップ・サイレージ用の麦、稲が８万円。加工用米が２万円。ここまでは２５年度

産と変わっておりません。２５年度産と変わりますのは、飼料用米、米粉用米でありま

す。以前は１０アール当たり８万円、面積払だったものが、実績に応じて数量払というこ

とになります。交付単価は５万５,０００円から１０万５,０００円の間ということでご

ざいます。下のグラフを見ていただきますと、真ん中に標準単収値５３０キログラム、こ

ちらは全国平均だそうでありますが、実際に算定する場合は市町村段階での単収が基準と

なりまして、平成２５年度産の三沢市の単収でいきますと、ほぼ同様の５３１キロでござ

います。それよりも１５０キログラム上回った場合には、最大の１０万５,０００円。逆

に１５０キロ下回った場合は５万５,０００円となります。そして、１キロ当たりの単価

は約１６７円となってございます。 

 続きまして、（２）の二毛作助成につきましては、制度、単価ともに変更がございませ

ん。なお、こちらも当市では該当がございません。 

 続きまして、（３）構築連携助成につきましては、飼料用稲わらを畜産農家に活用して

もらうなどの取り組みを行った場合に対象になるもので、交付単価や制度に変更はござい

ません。 

 続きまして、５ページの（４）産地交付金であります。 

 こちらは国から都道府県に対する産地交付金の考え方でございますが、市町村協議会で

作成する水田フル活用ビジョンに記載される、水田を活用した麦、大豆、地域振興作物な

どへの取り組みを支援するものであります。その上で、下の表にありますとおり、飼料用

米、米粉用米の多収性品種への取り組みには、１０アール当たり１万２,０００円、加工

用米の複数契約３年の取り組みも同じく１万２,０００円でございます。備蓄用米につき

ましては７,５００円。そば、菜種につきましては基幹作で２万円、二毛作で１万５,０

００円となります。こういったものを国から都道府県へ予算枠として配分をするというこ

とでございます。 

 また、記載してございませんが、県では国からの予算枠の範囲内で、県独自の産地交付
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金というものを設定するということで、県によりますと、例えば飼料用米の専用品種、こ

ちらの地域はみなゆたかだそうでありますが、この種子が足りないということで、主食用

品種で飼料用米に取り組んだ場合に、１万円以内の産地交付金の措置をしたいというふう

に聞いてございます。 

 次に、２といたしまして、米政策の見直しでございます。 

 こちらは既に新聞等で大分公表されておりますが、生産者や集荷業者、団体が、受給に

応じてどのような米を幾ら生産販売するかなど、みずから決められるようにしたいという

ことで、（１）といたしまして、行政による生産数量目標の配分の見直しと、（２）の生

産のイメージというものを示してございます。平成３０年度産からは国から生産数量目標

の配分をせず、国の作成する受給見通しなどを参考にして、生産者、あるいは生産者団体

が中心となって、需要に応じた円滑な取り組みができるようにしていきますということで

ございます。 

 また、それぞれの地域で過剰な作付とならないように、必要な情報提供により御判断い

ただくとともに、国として飼料用米等への作付誘導や、県、市町村協議会段階での転作誘

導などにより、水田のフル活用を図りつつ、受給に応じた主食用米の生産を円滑に行うこ

とが可能になると記されてございます。 

 ここで、三沢市の現状といたしまして、またで申しわけございませんが、Ａ４判横の資

料３、４ページを御覧いただきたいと思います。 

 こちらは、先ほどの５ページの表と対比をしていただきたいと思いますが、上から飼料

用米、市では２５年度の実績が６９ヘクタールでございます。こちら２５年度の単価５,

０００円、１０アール当たりでございましたが、２６年度は区分が変わりまして、下の１

万２,０００円と１万円のほうに移行をいたします。よってマイナスにはなってございま

すが、下の飼料用米専用品種、こちらは４０ヘクタールほど確保しているところがあると

伺っておりまして、２５年度は交付金ございませんが、２６年度は１万２,０００円とな

りまして、４８０万円の増。さらに下に下がっていただきまして、主食用品種、こちらも

２６年度新規でございまして、５０ヘクタール、２５年度実績がございました。そのまま

主食用品種でいきますと、先ほどの１万円以内ということの単価で掛け算をいたします

と、５００万円の増と。したがいまして、一番下の小計でございますが、この部分では６

５５万円ほど増額になる見込みとしてございます。 

 続きまして、カラー版の６ページを御覧いただきたいと思います。 

 Ⅳといたしまして、日本型直接支払制度の概要となります。 

 農業の多面的機能の維持・発揮のための地域活動や営農活動に対する支援として制度化

されております。 

 制度の全体像といたしましては、三つの制度がございます。 

 １といたしまして、制度の全体像。１点目は（１）の多面的機能支払でございます。 

 二つございます。一つ目は、赤文字で、このたび創設されました農地維持支払でありま

す。こちらは多面的機能を支える共同活動を支援するもので、米印のとおり、担い手に集

中する水路・農道などの管理を地域で支え、農地集積を後押しする目的で盛り込まれてお

ります。支援対象は農地法面の草刈り、水路の泥上げ、農道砂利補充などの基幹的保全活



- 9 -

動、あるいは保全管理構想の作成などが要件としてございます。 

 赤文字の二つ目、資源向上支払につきましては、従来よりありました農地・水保全管理

支払を組みかえしたものとされてございます。支援対象は水路、農道、ため池の軽微な補

修、植栽などの景観形成など、多面的機能の増進を図る活動、あるいは施設の長寿命化の

ための活動などが対象となります。 

 次に、（２）の中山間等直接支払でございますが、国の基準以上に傾斜のきつい農地な

どが対象となりますが、制度に変更はないということでございます。 

 続きまして、下の（３）環境保全型農業直接支援でございますが、国から示された環境

に配慮した営農活動が対象となりますが、こちらも制度に変更はないということでござい

ます。 

 続きまして、２といたしまして、多面的機能支払（農地維持支払・資源向上支払）の概

要といたしまして、（１）交付単価でございますが、下の緑の表にありますとおり、国と

地方自治体の拠出を持って運営していくということになりますが、田んぼの場合ですと、

農地一時支払が１０アール当たり３,０００円、資源向上支払が共同活動では２,４００

円。さらに、長寿命化に取り組んだ場合は４,４００円というようなことで、以下、畑、

草地と記載をされてございます。 

 次に、７ページを御覧いただきたいと思います。 

 （２）といたしまして、交付対象者（活動組織）でございますが、農地維持支払につき

ましては、農業者のみで構成される活動組織、または地域ぐるみの組織のいずれでもよい

ということでございます。ちなみに、資源向上支払、こちらは現行制度の組みかえという

ふうに説明をさせていただきましたが、現行制度では、この部分につきましては、農業者

以外の一般の方の参加が必須となっていたものが、今回はここの部分は条件が緩和されて

ございます。 

 続きまして、隣の資源向上支払につきましては、地域住民を含む活動組織でなければな

らないというための絵図でございます。 

 （３）の活動の手順につきましては、フロー図のとおり、まず組織の立ち上げをいたし

まして、計画書の作成、そして市町村との協定を締結していただく。それを踏まえまし

て、申請書類の提出、活動の実施、活動記録、報告となりますが、こちらは会計検査の対

象になってございますので、収支の関係や活動の記録など、厳格に報告する必要があると

いうことでございます。 

 下の（４）交付ルートにつきましては、フロー図で御覧いただきたいと思います。 

 また、こちらの日本型直接支払制度に係る当市での取り組み状況でございますが、これ

までのところ、いわゆるリーダー、旗振り役がなかなか出てこない。活動組織を組めな

い。地理的条件が合わないなどの理由から、取り組みが進んでいない現状となってござい

ます。 

 私から以上で説明を終わらせていただきます。 

春日委員長：ありがとうございました。 

 ただいま御説明をいただきましたが、御意見、御質問等はございませんか。いかがで

しょうか。 
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山本委員：今、新たな農業、農村政策ということで、るる、国の策といいますか、案が示

されたのだけれども、問題は、今、農業はそんなに利益が上がらないということで、跡継

ぐ人が、担い手だ、少ない。でも、一部見れば、取り組み方によっては、後継者といいま

すか、新たな農業者ではない方も大型農業に取り組みたい、こういう地域もあります。こ

れは広く薄く、国の政策ですから、どうしても補助金等の…考えから…こうなるでしょ

う。 

 でも、我が三沢市をもって寒冷積雪地帯。そして、我が三沢市は夏の冷たいやませ地帯

なので、こんな広くやったって、生産して販売、うまくできないのだよね。補助金はもら

えるでしょう、何かやればね。今まで減反政策とも、ただ作らないでください。余るか

ら、お金。それが担い手をなくしちゃったのです。もう補助金漬けに農業者は慣れてし

まって、また次々自民党から民主党政権にかわって何をやったの。所得補償だといって、

つくってください、赤字背負ったのは補助しましょう。同じことなのだよね、中身は。そ

ういうの、これも同じでしょう。 

 そこで政策打たなきゃならない国も農業は衰退していくの、これは大変だ、ＴＰＰの交

渉も控えて、そこでいろいろ農業再生していこうということになってきているわけだね。

そこで我が三沢市はこういうふうな、るるやって、ちょぴちょぴやったって、担い手はふ

えないと思う。ふえてるのでしょうか。 

 まず、この計画に基づいて、我が三沢市の農業振興計画といいますか、役所はこれを踏

まえてどのぐらい、どう面積を復活して貸し借り云々、わかりました。だけれども、農業

者はみんな土地は国のものなのですね。税金払わなきゃ、あるいは相続税払わなきゃ国に

没収されるのだよね。貸し借り、今でも農業者は自分の財産、もう私のものだと思ってい

る。ちょっと言うけれども、俺、貸さない、荒らしていても貸さないよと。そういうのが

今の実態なのだよね。隣があいているから貸してくれっていったって、いやいや。いろい

ろな、今、制度なり取り組みするようでございます。管理機構みたいな、農業委員会を中

心にやるんだろうけれども、うまくいきますか。執行部ではこの取り組みについて１０年

間の我が三沢市の農業、どう想像して描いているのか、あるのか。その辺ちょっと伺いた

い。 

工藤経済部農政課長：今回の国の政策、いわゆる転換につきましては、我々もまだまだ情

報不足なことがありまして、個別具体的に対応策、いろいろ情報収集をしている最中でご

ざいますが、一つ目といたしまして、やはりこの中間管理機構、こちらが肝ではないのか

なと思ってございます。といいますのは、経営所得安定対策の見直しや水田フル活用の米

政策、こちらのほうは補助金の制度でございますので、若干これから下がっていく、また

は補助金に頼らない農業経営を進めていくためには、やはり規模拡大ですとか転作への誘

導、こちらのほうが大変重要になってくるかと思います。そのためにも、この農地中間管

理機構、現状では市のほうに委託をするというような方向で動いておりますようですの

で、その辺は我々のほうでしっかりと受けて、出し手の方の掘り起こしに力を入れてまい

りたいというふうに考えております。 

山本委員：まだこれからだということらしいのだけれども、よそのほうを見ますと、貸し

手、借り手といいますか、簡単にできると思っているのだろうけれども、貸したほうは何
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かの家の都合で、そこの土地を売買するとかいろいろなことが想定されるのです。そこを

貸してくれて、ああ、よかった。個人個人やりなさい。あるいは機構でやって、はい、契

約しましたよといっても、さまざまな事案というのは出てくるわけですよね。そうしたと

きはどうするのかと。そうすれば、集約することなのだよね。我々錯覚するのは、我が日

本国が国土が狭い。アメリカのほうが土地が広い。その潜入観あるのだよね。ただ、大型

機械が入らない、個々に任せているから規模に合わない大型の機械を導入して、機械倒れ

になっているのがほとんどと言っていいでしょう。大きくやっているところはそれなりに

フル活用といいますか、だからコストも安くなるのだけど、残念ながら農業者はまだまだ

農業経営といいますか、経営、農業というか、百姓というのは丼勘定が多いのですね。金

利がどうだとか税金がどう。稼ぐときは寝ないで夜中でもやっちゃう。そういう状況がま

だ続いているのだよね。だから、市できっちり農協とタイアップして、ここの土地は減反

はもうなくするんだと。基盤整備をして、アメリカと同じような大型機械が入れば同じで

すよ。田んぼがちっちゃすぎる。あるいは、個人に任せっきり。だから、自由化になれば

太刀打ちできない。日本にもありますよ。何箇所か田んぼの基盤整備して、二毛作の…。

だからアメリカの生産物と対応できる。こういう大きな発想をしないと、我が農業、三沢

市の農業なくなりますよ、このままだと。ここで行政も、ここの地域は、田んぼは区画整

理を大きくして、ヤジケに、市場に負けない、そうした生産物をつくっていく。そういう

戦略、戦術なければ、ただ絵に描いた餅。はい、今までと同じ、これやると、そばつくっ

て幾らだと。これ目当てだと長続きしない。補助金なくなるとやめますよ、みんな。私は

そういう危険性はあるのじゃないのかと。 

 だから、使う側、つくる側、まだそういうのができていないのに、飼料米つくったけれ

ども売り先がない。政府がやっているのかっていったら何もやっていない。県がやってい

るのかと。個々には来ますよ。使っていいなら来たいと。いや、あのままだと我々使えな

い。それらを含むのですよね。言いたいことは、そういうふうな守らなきゃいけない農地

を、ここはもう絶対田んぼを区画大きくして、世界と勝負できる米なら米、麦なら麦でも

いいですよ。まず、我が三沢市の特徴何だといったら、やませだから長いも、にんにく、

ニンジン、ごぼう。葉物よりも、この気候が、根物といいますか、そうしたものに、長い

もでも合う、やっぱり気候がメリットなのですね。やませ、決して悪くない。逆に活用し

ていく。今もやっているわけだよね。そばで、そうした見方があるけれども、それは我々

卵も同じなの。だけど、いいものを提供していけば、消費者が認知してくれますよ。あれ

は販売が下手くそなのだよね。まだ市場に上げればどんどんはける。市場の側はいっぱい

いいものが来たって売りきらなきゃいけない。スーパーは今は全国展開のスーパーです

よ。どこでもいいもの、無農薬だかそういう特性あるものは期間限定でも高く買いましょ

う。今、そういうふうな、農協はその辺まだ下手くそなので、取り組みね。 

 そういう気候に合うものを、これを広く進めるのも一つの手かも。補助金カットされる

と台無しになってくるのですね。ただ、上辺、国から来た金額をやっただけで、もうやめ

ましょう、こういうこと。むしろ執行部に考えていただきたいのは、三沢の農業をどう

守って、どう世界と勝負できるか。こういうものを皆さんが、あるいは農業タイアップで

考えていかないと農業衰退しますよ。私は思うのだけれども、その辺は、副市長もいるけ
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れども、その辺どう考えているのか。農業。これもう行政もタッチしていかないと、農業

は農業者に任しておく…これは行政も一体となってやっていかないと持たないないよ。 

米田副市長：世界に勝負できる農業のあり方を目指すということですが、農協との販売ル

ートの効率化については、農政課のほうでいろいろと支援、アドバイス等しております。 

 あと、やませの活用等についても、例えば、ごぼうとか長いも、６次産業化の研究等も

しておりますので、その辺で活路が見出せるのかなと思っております。 

 経済部長のほうからちょっと補足したいことがありますので。 

大澤経済部長：農地の集約等につきましては、地域の方々のまとまった意見とか改良区と

か、そういう方々と御相談しながら、できるものは順次拡大化とか集約に現在も努めてお

りますし、新規事業で、当初予算にも載っていますが、新規に出るところもございます。

徐々に農家の方々とは話して、そういう方向に向かっていきたいと思っています。 

 それから、農協、それから県、国とも先日一緒に協議しまして、市もタイアップして、

農家の方々、国が１０年農業所得倍増プランとか、そういうものを発表していますし、補

助金頼りではないのですが、そういうところに国の施策も注視して、農家の方々に少しで

も有利なものを取り入れて、農業を続けたい、継ぎたいというような方をふやしていきた

いと思っております。 

山本委員：わかりました。 

 問題は市でどのぐらい力を入れるかなのだよね。独自の予算、ほとんど農業の予算は国

からの補助だとか防衛省からの、それで農協に丸投げして事業をやったという、それがほ

とんどなのだよね。本来、農業を守るのなら、三沢市独自で、ここまで後継者を育てて、

売り上げもここまで利益を確保させるのだと。そのための独自の予算、まずないのだよ。

これらを、今、いいチャンスだし、ここは本腰入れて長期的に１０年なら１０年、ここま

で育てていく。だから、市でもそこまで行くには単独の予算で補助を上げるとか、あるい

は導いていく。何がしの裏づけないと絵に描いた餅ですよ。また１０年後、同じプランニ

ングになってしまう。今、チャンスと捉えて、市も本腰入れて予算化を図って、特性ある

三沢市の作物に育てていくという、そういうような気構えお願いしたのだけれども。その

辺、答弁。副市長からいただきたいのだけど。 

大澤経済部長：市内の全農家の方々から農地とか用水路とか、そういう要望全部、昨年度

までに伺っております。そのうちの７割くらいを国、県の予算で整備することとしており

ます。残りの３割は市の単費でやることとしております。 

 以上です。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

堀委員：国の政策だからどうにもならないようなところもあるのですけれども、この三沢

市におけるプランの策定状況についてちょっと伺いたいのですけれども、平成２５年度の

見直し、ここの中に各地域で４名、３名、４名の新規就農予定者の追加とありますけれど

も、これは決まっているということですか。これから募集する人ということなのか。 

工藤経済部農政課長：こちらの４名、３名、４名につきましては、ほぼ本人からの申請と

いいますか、申し出がございまして、いろいろ話をして、国の要件に載る条件が整ったと

いうことで、見込みですが載せてございますので、具体的な名前はちょっと申しわけあり
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ません。全員市内の方でございます。 

堀委員：新規でやるということになれば、機械とか全然、ものは持っていないというふう

に思いますけれども、それに対してどのような支援をしていくのか。いろんな機械やら何

やらそろえなくてはならないと思うのですけれども、それに対しての支援はどのようの考

えているのか、答弁願います。 

工藤経済部農政課長：新規就農者への支援でございますが、三沢市独自というよりは、こ

の制度、国で制度化されておりまして、人・農地プランに掲載される、担い手さんに掲載

されることによりまして、まず例えば、先ほどの農地の中間管理機構、こちらのほうに農

地が出た場合に、お近くであれば声もかかります。または、既に認定農業者になられてい

る方とほぼ同様の扱いで機械ですとか施設を購入、整備するときの補助事業の対象者にも

なるということでございます。 

 新規就農者と書いてございますが、こちら、丸々ほかの業種からのトラバーユというよ

りは、既に何らかの形である程度農業やられている方、または農家の方の御子息がこのプ

ランに、今、載っている方でございます。 

堀委員：金額というのはどれくらいなのですか。 

大澤経済部長：ちょっと申しわけございません。この人・農地プランというのは平成２４

年度にできまして、既に農業をやっている方たちがそういう条件に合ったからこの名簿に

載せるよというような意味合いが強くて、就農予定者という、全く新しく農業始めるとい

うことではなくて。ですので、いろいろな補助メニューがありまして、例えばトラクター

を買うときには３分の１補助するとか、いろいろな、それこそ先ほど御説明にあったよう

な補助メニューがたくさんあるので、幾らくらいとかというのはその農家の規模によって

いろいろございますので、一概にはちょっと。さまざまなメニューがあるので一概に言え

ないということでございます。 

堀委員：わかりました。 

 今まで１０アール当たり１万５,０００円、補助金もらっていたのですけれども、今度

から７,５００円、２９年度まで。３０年度には廃止するということになれば、かなりの

農家の人に影響が出てくると思います。高齢化ということもありますけれども、やめる人

もかなり出てくるのではないのかなというふうに思うわけですけれども、そうなった場

合、三沢市に経済的にどういう影響があるのか、その辺のところ、考えていましたら。 

大澤経済部長：市に対する経済影響という試算は、まことに申しわけありませんが、まだ

いたしておりませんけれども、農政サイドから考えますと、確かに委員おっしゃるような

動きが生じるものと思われますので、これから国もいろいろな施策を打ち出してくるはず

だと思っていますので、そういうものを注視しながら、できるだけ若い担い手の方たちに

農地を集約して、例えば、米をつくるにしても飼料米にしても、例えば野菜のほうに移行

するにしても、農家の所得倍増ということを大前提で国がうたっていますので、そういう

制度に移行していただいて、なるべく農業者全体の所得を減らさない対策を講じてまいり

たいというふうに考えています。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

馬場委員：本当に多分、聞いたらうちのほうにも田舎のほうだから、担い手とかそういう



- 14 -

のはかなり徐々に、認定農業者とかやる気のある農業者の方が非常に話題が豊富で、ふえ

ているのも、若者が戻ってきているのもたくさんおりまして、本当にありがとうと思って

おりますので、これを非常に制度が、今までの努力が多少は実ったのかなと思って、本当

に感謝しているところでございます。 

 そこで、聞いたら、一番のは…先ほど工藤さんが言ったとおり、農地の中間管理機構だ

と思いますよ。借りて貸すんだから。まだこれ実態がないと言ったから、はっきりしたも

のないと言ったから、一番心配なのはどんどんどんどん貸すんだと。借りる、借りる…貸

すんだと。今度は借りる人いなければだめだよね。どんどんやって、借りる人はそのまま

いっぱいでよければ、幾らお金が回るからいいのだけれども、貸す人がいっぱいで借りる

人いなければ…その辺ちょっと教えて。どうなんですか。はっきり決まっているの。 

工藤経済部農政課長：具体的な規則とかはまだ出てきておりませんが、漏れ聞いた話で申

しわけございませんが、借りる方がたくさん出てきた場合には、地域の中で合致しなけれ

ば公募をするということが一つの基本になっているようですので、場合によっては、中央

の企業さんですとか、隣の県の大規模農家さんですとか、そういう方が手を挙げる、ある

いは声をかけるというようなことも可能になっているようでございます。 

馬場委員：そうすれば、借りた方は１回貸せば、ずっと次から３万円とか５万円とか、２

万円とか、幾らはもらえるわけですか。…極端ですよ。耕作しなくて…借りる人なければ

……貸せばとにかくもらえるのですか。 

工藤経済部農政課長：農地を出した方で、個人の場合ですと、出して機構に預けて、機構

が借り手が見つかると初めて出した方に協力金が行きますので、借り手が見つからなけれ

ば、機構のほうではいずれまたお返しすることもある。 

馬場委員：そうでしょう。だから、俺、それはっきりしなかったら、貸す人だって貸せな

いでしょう。それを聞いているんです。俺も貸そうと思っていたけれど。まだ決まってい

ないところでしょう。もうだめだということなの。 

工藤経済部農政課長：細かい条件等は決まっていないようですが、耕作条件の悪い、極め

て悪いようなところは機構でも御遠慮することもあると。要は借り手が見つからないよう

なところはそういうこともあり得るということでございますが、詳細についてはまだ示さ

れておりませんということでございます。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

澤口副委員長：今、私、まさに馬場委員と同じ視点に立っているんですよ。 

 まず、カラー版の１，２ありますが、２のところなんですよ。これ、今、課長るる説明

しているように、今、農水省では農業改革の目玉として審議中です。確かにまだ決まって

いません。骨格ということで御説明いただいたわけなんですが、２のところの交付要件、

地域内の農地の一定割合以上がというふうなくだりがあるのですが、この地域という定義

はどういうふうになるのですか。三沢市全体が一つの地域、あるいは三沢市を何分割かし

て一つの地域にするのか。 

工藤経済部農政課長：国からの説明では、まず地域というのに限定する、こういったとこ

ろというのはないそうでございまして、こちらに示されて、また私も話で触れさせていた

だきましたけれども、学区単位ですとか集落単位ですとか、大字単位ですとか字単位です
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とか、また人・農地プランのエリアの単位ですとか、そのようなことを国では想定をして

いる模様でございます。 

澤口副委員長:恐らく細かいことはまだまだ決まっていないと思いますが、わかりまし

た。 

 関連で、ちょっと事務的なことなのですが、確認のためにお伺いします。 

 こちらの資料なのですが、農地中間管理機構の（２）のところの農地流動化の現状とい

う資料のことなのですが、まず一つは田んぼ。三沢市には２,０３０ヘクタール余りある

というふうになっているのですが、これはいわゆる休田、谷地田といわれる田んぼも含ま

れている面積なのかどうかなのですね。これは恐らく皆さん一番わかっているとおり、耕

作不能な土地がいっぱいあるわけですよ。そういうことを考えれば、先ほど馬場委員の説

明したように、中間管理機構なんて、まさに我が三沢市では絵に描いた絵空事になるので

すよ。そういう意味で聞いていましたから。 

 それから、もう一つ。特に北山地区なのですが、防衛省で買い上げしていますよね。相

当な面積だと思うのですが、この買い上げされた面積が２,０３０ヘクタールの中にある

のかないのか。その二つお願いします。 

工藤経済部農政課長：資料の三沢市の農地面積でございますが、実はこちら、先ほども申

しましたとおり、農業委員会のほうからデータをいただいておりまして、ただいまこの場

では申しわけありませんがお答えができない状況でございますので、後ほどお調べしてお

知らせしたいと思います。 

澤口副委員長：恐らく三沢市には実質的に２,０３０ヘクタールの水田は私はないと思っ

ておりますので、後ほどきちんと正確な答弁を教えてください。 

 もう一つ、最後ですけれども、今、課長さんのほうからるる説明あったさまざまな事

業、これは恐らく認定農業者がほとんどが対象になる事業です。そこで、三沢市に認定農

業者の数というのは何人いるか、それちょっと教えてください。 

岡部経済部農政課課長補佐：ただいまの澤口委員にお答えいたします。 

 ただいま認定農業者、２５年１２月末現在でございますが、個人では２２５人、法人、

こちらの方が１３ございます。 

 以上でございます。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

加澤委員：私もあまり農家には詳しくないのですけれども、ちょっと教えてほしいのです

けれども、農地中間管理機構の中の三沢市における策定状況とあるのですが、この人数と

いうのは五つのブロックに分けて出しているのですけれども、これは逆に言うと、これに

協力参加される方の人数ということでよろしいのでしょうか。 

工藤経済部農政課長：人・農地プランについてお答えをいたします。 

 こちらについております人数は、地域の中の担い手としてピックアップ、ほとんどイコ

ール認定農業者の方々の名前でございまして、地域の中には農地を持っている方が全て基

本的にはプランの話し合いの場に参加いただける方ということで、私どもはこの地域の中

で１反歩以上農地を持っている方に座談会のお手紙を出して、皆さんお話し合いに参加し

てくださいということで御案内を申し上げておりまして、そのときに原案のとおり承認し
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ていただいた担い手の方というのがこの数字の方々でございます。 

加澤委員：そうすれば、少なくともこれに対して賛同いただいた担い手の方々の人数とい

うことは、逆にこれに入っていない、賛同していない方の人数もあるのですよね。これと

いうのは、大体全体からいくとどのぐらいの割合になっていますか。 

工藤経済部農政課長：お答えいたします。 

 ちょっと私の説明が悪かったようで、集落座談会の場で賛同しなかったという方は基本

的におりませんでした。皆さん承認ということで、出席した方々は皆さん賛同していただ

きました。そのときのペーパーの中で、担い手の方々はこの方々ですよとお示しした数が

この数字でございます。来ていない方々につきましては、次回なり、基本的には随時、年

に一度か二度、見直しを必要に応じて作業やっていきますので、そのときに改めてまた来

ていただきたいと思っております。 

加澤委員：面積で出しているわけですよね。１ヘクタール以上の方には出していると。そ

れの対象になっていない方というのは、取り扱いというのはどうなっていますか。 

工藤経済部農政課長：面積につきましては、１ヘクタールではなくて、１反歩ですので

１,０００平米でございますが、その方々につきましてもプランを進めていく、農地の集

積を進めていく中で、どうしてもそこの場所を使いたいということであれば、個別にお願

いに伺って賛同していただくということも想定してございます。 

加澤委員：これ恐らくプランの策定なので、市のほうでも目標があると思うのですね。例

えば２５年度はどのぐらいまでだとか、目標値を設定して、それにつけて実効性のあるも

のにしていくというふうな考えを持つのですけれども、行政としては、例えば２６年度は

こうだと。例えば５年後はここまで持っていきたいとか、そういう数値目標というのはな

いのですか。 

工藤経済部農政課長：プランの担い手でございますが、先ほども申し上げましたが、いわ

ゆる認定農業者とイコールになっておりますので、認定農業者につきましてはなるべくふ

やしていきたいというのが本音でございまして。そのためにはさまざまな機会で啓蒙活動

をしていくことになるわけですが、プランの中身につきましては、これで１回で終わりと

いうことはございませんので、実は説明会をした中で、区割りの見直しもしたほうがいい

のではないかなとか、いろいろありますので。具体的数字はございませんが。 

春日委員長：経済部長、お答えください。 

大澤経済部長：目標ということでございますが、理想とすれば全農地にこういう後継者と

か農業認定者をつけていくというのが理想でございますので、できるだけそれに近づける

ように活動していきたいと思っております。 

加澤委員：最後にお伺いしますけれども、やはり担い手とか、そういうのが一番、今、問

題になっていると思うのですよ。高齢化も進んでいますし。そういう中で、今、ＴＰＰの

問題がまだ未解決で、流動的で今後どうなるかわからない。この結果によっては、このプ

ランというのは非常に変化がまた出るのではないのかなと思うのですよ。逆に、ＴＰＰの

内容によっては、今後農家やったってこれはだめだよと。幾ら補助金もらったって、何の

施策受けたってやっていられないよと。そういう形になってはほしくはないのですけれど

も、やはり、今、直近にその問題を抱えている以上、行政としては、そこの部分に関して
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はどのようなお考えをお持ちですか。 

大澤経済部長：委員おっしゃるように、農家の方、畜産やっている方から同じような声が

聞かれます。ＴＰＰについてははっきり言って国の政策ですので、当然その結果によって

は国がしかるべき施策を打ち出してくるはずだと思っておりますので、そういうものを見

逃すことなく、農業者が将来に希望を持って農業活動できるような施策に、タイミングよ

く国の施策を取り入れるほかに、山本委員おっしゃったように、市もいろいろなことを考

えながらやっていかなければならないというふうに考えております。 

 以上です。 

加澤委員：やはりＴＰＰというのは農家をやられている方には非常に頭の痛い問題である

と思います。特にこの結果によっては日本の農業という部分が変わりますから、それは国

の施策であって、なかなか地方でそれに対応していくというのは難しいと思いますけれど

も、これはやはり行政として情報をできるだけ早く吸収して、それに対応した施策を、山

本委員もおっしゃいましたけれども、対応して、地元の農業を安定させる施策をきちんと

対応していってもらいたいと思います。 

 一応、要望であります。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 ないようですので、案件を次に移ります。 

 調査事項の２件目、屋内ゲートボール場改修事業について調査してまいります。 

 当該事業については、今年度設計が行われ、来年度には改修工事に着手することとなっ

ておりますが、執行部から当該事業の概要を説明いただきまして、各委員から御意見、御

質問等を伺ってまいりたいと思います。 

 それでは、執行部の説明を願います。 

山本経済部観光物産課長：資料の１ページ目を開いていただきたいと思います。 

 この屋内ゲートボール場は平成２年に整備されたものであります。整備後、多くの市民

に練習や大会などで活発に利用されてきましたが、２０年以上が経過し、維持修繕は行っ

てきたものの、現在、屋根が雨漏りし、コートも荒れ、設備も経年劣化により故障するな

ど、利用に支障を来してきております。加えて、高齢者の競技人口も、ゲートボールばか

りではなく、グランドゴルフやパークゴルフなど多様化し、施設の利用も減少傾向にあ

り、利用促進を図ることが課題となっておりました。 

 このようなことから、このたびの改修に当たって、ゲートボール場としての機能はもち

ろんですが、その他スポーツにおいても多目的に活用できるよう、改修を図るものであり

ます。 

 なお、概要としては、資料に書いてあります５番目、人工芝にコートを、砂のコートか

ら人工芝にします。そして、その規模というところなのですが、ゲートボール場は２面、

２０メートル掛ける１５メートルのゲートボール場２面と書いてありますが、その後、２

枚めくっていただくと平面図がございます。競技場のコート全体では、横の長いほうが５

０メートル強。そして、縦の部分が２０メーター強の広さとなっております。先ほどのペ

ージにまた戻っていただければと思います。全体では、建築面積が１,７８７.６８平米
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ということで、そのままの躯体を利用した形で整備させていただきます。 

 事業費としては、総事業費が２億１,６１３万円。うち交付金が１億８,３６０万円。

一般財源として３,２５３万円となっております。 

 そして、主な改修内容といたしましては、屋外においては屋根全面ふきかえ。それか

ら、天窓を可動式から固定式に全面取りかえ。そして、下屋の防水加工。外部トイレの改

修を行うものであります。また、屋内においては、競技場のコートを砂から人工芝に取り

かえるとともに、防球ネットを野球やホッケーなどの練習が可能なように取りかえるこ

と、そして、照明器具も競技場についてはＬＥＤに切りかえるというような主な内容と

なっております。 

 事業年度は、先ほど委員長のほうからもありましたように、２５年度が実施設計。そし

て平成２６年度が改修工事ということになっております。 

 以上であります。 

春日委員長：ありがとうございました。 

 ただいま御説明をいただきましたが、御意見、御質問等はございませんか。 

山本委員：雨漏り等がひどくなったというから改修する。これはやむを得ないことでしょ

う。内容も多目的に使える、これも大変いいことだと思います。問題は屋根等が一番建物

で雨漏りするというのは、天井もだめになる、下もだめになる。今の現状はどういう屋

根、スレートだとかいっぱいあると思うけれども、今、現状はどういう屋根材を使って、

２０年か何ぼでこんなに雨漏りする。役所の施設としては私は考えられないけれど。屋根

が一番、我々、自分のうち建てるのにやっぱり屋根丈夫にする。そうしないと、あと雨漏

りすると全部、木でも何でも、コンクリートもいかれますよ。その辺、今、何でやってい

るのかちょっと伺いたい。現状。 

池田経済部観光物産課課長補佐：現状の屋根につきましてはただの鋼板ですね。鉄を薄く

したものにアスファルトという、よく舗装とかやっていればべったりしているような、タ

ールというのですか、あれを塗りつけたようなものになっておりまして、天窓があるので

すが、それが可動式になっているのですよ。そこの可動のパッキンのところなどがちょっ

と経年劣化でかたくなっちゃいまして、そういうところから水が漏れております。 

 次につきましては、フッ素樹脂を吹きつけた鋼板の屋根。天窓については、今は可動式

なのですけれども、固定式の天窓にして防水処理をするような形になっておりまして、通

常の維持管理をしているのであれば、水は漏れない予定であります。 

山本委員：固定にしたのをやるというけれども、今の現状の屋根にそういうふうな固定に

してやるということで理解します。その場合はどのぐらいの寿命といいますか、耐用年

数。今、改修、１億８,０００万円ですか、補助金等も出るようですけれども、見ている

んですか。試算では。 

池田経済部観光物産課課長補佐：今ある屋根をとりあえず全部剥がして新しいものにしま

す。通常の維持管理をしているのであれば、大体４０年くらいは一応持つということでメ

ーカーのほうから聞いております。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

澤口副委員長：今、課長から設置後二十数年ということなのですが、正確にいつの年度に
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設置したか、まずそれを教えてください。 

 それから、今、担当補佐だろうと思うのですが、屋根全部取りかえる。率直に申し上げ

まして、２億を超える改修費というのを非常に私、驚きました。本当に屋根を全部取りか

えなければ雨漏りを防止できないのか、その辺のところをきちっと専門的な観点から検証

したのかどうかということを聞きたい。 

 それから、多目的に使用するということで、野球、ホッケーという説明があったのです

が、私は野球はあんまり知らない。ホッケーも知らない。野球はあそこでできるのです

か。そして、ホッケー。グランドホッケーのことですね。本当にできるのですか。私はよ

くわからないのですが、野球にしろホッケーにしろ、人工芝にする必要性は、私、ないよ

うな気がするのですよ。なぜかというと、屋根かかっているでしょう。なぜそこまでやる

のかなという素朴な疑問があります。 

 まず、こういったことにお答えいただきたいと思います。 

山本経済部観光物産課長：まず、今の屋内ゲートボール場ができたのは平成２年です。 

 そして、全面ふきかえをしなければならない状況なのかということにつきましては、建

築家とともに雨漏りしている場所を調査したところ、ほぼ全体のところにかかっていると

いうことで、これは全面改修をしなければならないという方向になりました。 

 そして、次に、競技については、野球や陸上ホッケーにつきましては、練習をやると。

試合はできませんけれども、練習をやるという目的でございます。これに当たっては、需

要ということで、まず一つは東北町にあるドーム、これの利用度合いというのを確認した

ところ、三沢の中学校や少年野球チームなどが抽選で利用しているぐらい、要するに活発

に特に冬期利用されているということ。それから、実際に計画するに当たって、この広さ

でいいのかということを確認していただいて、これは野球協会であったり、それから楽天

イーグルスの野球教室を開く予定の方にも見ていただいて、この広さ、そして高さで十分

大丈夫だという話を受けております。 

 そしてあと、下が人工芝にしなければならない理由としては、野球をただやるだけであ

れば、当然下が今のコートでも大丈夫なのですが、今度、野球で荒れた後には今度ゲート

ボールができなくなると。ゲートボールは固まった状態の土でなければ利用できないとい

うことで、一旦、野球やったりグランドホッケーやったりすると使えないと。かなり踏み

固めてきちんとやらないと使えないということでしたので、それであれば、人工芝にすれ

ば多目的に利用できるということで、今回人工芝にしております。 

 以上です。 

澤口副委員長：野球、ゲートボールについては、課長の説明、ちょっと信じがたいところ

があるのですが、わかりました。 

 それで、野球、競技団体、ゲートボールやる団体から、こうしてくれという要望があっ

たのでしょうか。 

山本経済部観光物産課長：まず最初に、これを改修をするということになったきっかけ

は、ゲートボール協会から、今のままだと雨漏りが大変で利用できないということで。 

澤口副委員長：野球団体やホッケー団体から要望あったのかと。 

山本経済部観光物産課長：最初はこちらから確認はしておりますが、最初要望があったわ
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けではございません。 

 ただ、先ほども申し上げましたが、ゲートボールの利用度が減ってきている。人口が

減っているものですから減ってきている。その中で、より利活用を図れる方法はないかと

いう観点から、多目的に利用するためにはどうしたらいいのかということでの発想で、多

目的で利用する方向を考えました。 

 なお、その後については、野球協会に協議をしたり、それから、それに伴ってぜひ利用

させていただきたいという楽天イーグルスのスクール、これらの方々からも意見を聞きな

がら、どういう形であれば利用できるのかというような調査をし、そして、今現在の管理

団体であるＮＰＯ法人マンパワーなどからも、いろいろな今の支障点を確認し、そして計

画を組んでいるということでございます。 

澤口副委員長：ゲートボールやる人が少なくなった、結果として使用率が悪いということ

なのですね。最近の事情は私もよくわかりませんけれども、かつてはあそこ使うに大変混

雑した時代があったのですよ。隣地でゲートボールやったり、あるいはその他のことを

やったりしていた時代があったのですが、そんなにゲートボールやる人、少なくなったの

ですか。ここ二，三年のちょっと使用実績もあわせて答弁願います。 

山本経済部観光物産課長：二，三年もそうなのですが、当初、平成２年に整備され、これ

は年度途中になっていますので、平成３年は２万人以上の利用者がございました。その

後、１２年頃まで１万５,０００から１万８,０００人ぐらいの間を推移して、その後急

激に下がり、１６年、１７年頃で七，八千人ぐらい。そして、ここ２２年、２３年、２４

年では約６,０００人前後を推移していると。なお、この６,０００人の中には、先ほど

言った外のコートも入っております。外のコートのほうがむしろ多くて、これグランドゴ

ルフに利用しているのですが。失礼しました。屋内の場所が２４年度で３,８７４名利用

しております。そして、付帯する外のグランドゴルフの場所、こちらのほうが２,３３２

名ということで、実際のゲートボール場については４,０００人を切るぐらいの利用状況

だというところでございます。 

澤口副委員長：使用実態はわかりました。 

 なぜゲートボール場、そんなに利用する人が少なくなったのでしょうか。その辺の要

因、分析、どのようにされていますか。 

山本経済部観光物産課長：先ほど若干触れたのですが、競技人口が減った理由としては、

グランドゴルフやパークゴルフなど、高齢者が行うスポーツが多様化して、特にグランド

ゴルフに人口がかなり行っているということが理由として考えられております。 

澤口副委員長：わかりました。 

 私が聞いている範囲であれば、あそこは遠いですよね。特に高齢者になると足がない問

題があるのです。その辺が大きな理由だというふうに、私、聞いているのですよ。ですか

ら、その辺のところも行政の立場として、本当に利用率を高めたいということであれば、

そういった面にも気配りをしていただきたい。 

 それから、多目的、野球、それからホッケーやるということになると、条例改正も当然

必要になります。それは準備しているのですか。これからですか。 

山本経済部観光物産課長：三沢市民の森の条例の中に屋内ゲートボール場の規定がござい
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ます。ここの中に、備考で三沢市の団体がゲートボールで使用する場合は、表に規定する

金額にかかわらず無料とするという規定があり、その後に入場料等を取るアマチュアスポ

ーツに使用するときは、表に規定する金額の２倍の金額とするというようなこと等がるる

書いてございまして、ゲートボールに限った形での使用というような想定をしていないと

いいますか、ゲートボール以外にも使える規定になっております。 

澤口副委員長：説明ちょっとわかりにくかったのですが、そうすると、ゲートボール以外

の、例えば先程来説明のあった野球、ホッケーが使う場合は有料ということになるのです

か。 

山本経済部観光物産課長：今後、その運用を検討していくことになるのですが、この規定

をそのまま適用すると有料です。全面を午前中利用すると２,１００円、午後では２,６

００円、そのような形の使用料となっております。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

加澤委員：ここは基本的にはゲートボール場ということで設定されているのですけれど

も、今、多目的で使えるようにするのですけれども、例えば使いたい人たちが週末に集中

する場合ありますよ。例えば、ホッケーの子供たちだとか少年野球の子供たち、高齢者の

方は週末みんなで集まってやる。そういうふうになった場合、優先順位というのはどうい

うふうになるのですか。 

山本経済部観光物産課長：まだ正式な運用は決めておりませんが、先ほど調査した東北町

のドームなどの場合には、ある一定期間で申し込み終わって、その後抽選という形をとっ

ているということですので、そういうようなことも含めて、皆さんに文句が出ないような

形の運用を図っていきたいというふうに考えております。 

加澤委員：一応、ゲートボール場ですよね、基本的に今までは。そうすると、今まで使っ

ていた方は優先して使っているわけです。それを多目的にした場合に、ある一定期間の募

集をかけて、ダブったときには抽選となった場合、ゲートボール今までやってきた方から

不満が出ませんか。 

 それと実際、先ほど澤口委員も聞いたときに、ほかのゲートボール以外は有料だと。と

なると、やはり有料になって抽選で当たったら使えると。そうなった場合に、逆に今度利

用頻度が下がってくると思うのです。せっかく多目的に使えるのであれば、それなりの運

用計画というのを立てていかないと、利用率の向上につながっていかないと思うのですけ

れども、その辺もう一度…。 

山本経済部観光物産課長：まずゲートボールに関しては、主に使っているゲートボール協

会との話し合いで、今、使っているのが月曜日と金曜日でございます。月曜日と金曜日の

本人たちが使っている時間については、それをまず優先すると。そして、その他の時間帯

については、ほかの希望する方々に利用していただくという方向にするということを一応

話し合いの中で決めてございますので、そういう形で運用させていただきたいと思ってお

ります。 

加澤委員：せっかくそういう話し合いが持たれていて、そういう方向性であるのであれ

ば、後々、ああでもない、こうでもないって言われないように、きちんと使用目的という

か使用方法、それにきちんとうたってやったほうが私はいいと思いますけれども、それを
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きちんと書面化してやっていく予定はありますか。 

山本経済部観光物産課長：ただいまの部分も含めて、今後、いろいろな運用上のことを検

討していかなければならない部分がありますので、今の御指摘も含めて検討してまいりた

いと思っております。 

春日委員長：ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

春日委員長：以上で、本日の案件は全て終了いたしました。 

 執行部の皆様には、ただいま委員から出されました意見等も参考にしていただき、今後

の事務事業が円滑に進められるよう努めていただきたいと思います。よろしくお願いいた

します。 

 なお、この所管事務調査については、今定例会で委員会報告をすることになります。こ

れについては正副委員長に一任願いたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

春日委員長：それでは、そのようにさせていただきます。 

 これをもちまして、産業建設常任委員会を閉会いたします。 

 ありがとうございました。 

午後３時４２分 閉会   

 

以   上 

 

委 員 長   春 日 洋 子  

 


